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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

売上高 （千円） 991,681

経常損失(△) （千円） △25,787

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）
（千円） △34,207

四半期包括利益 （千円） △34,767

純資産額 （千円） 236,072

総資産額 （千円） 676,146

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △29.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） -

自己資本比率 （％） 34.71

 

回次
第15期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) （円） △28.67

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結累計期

間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失金額であるため記載しておりません。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませんが、タイ

ムチケット事業のグローバル展開及びICO（Initial Coin Offering）を目的としてスイスのZug州に出資比率100％の

TimeTicket GmbHを設立し、これに伴い、子会社が１社増加しました。なお、TimeTicket GmbHは、タイムチケット事

業のグローバル展開であることから、ソーシャル・ウェブメディア事業の一部であり、セグメントの変更はありませ

ん。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

当社は、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期等との比較分析は

行っておりません。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情勢に改善傾向が見られ、緩やかな回復基

調が続いております。一方、米国の通商政策に伴う貿易摩擦の影響が懸念されるなど世界経済は先行き不透明な状

況が続いております。

当社グループのソーシャル・ウェブメディア事業が属するインターネット関連市場を取り巻く環境につきまして

は、企業の積極的な人材採用や副業解禁の流れに伴い、採用ブランディングやシェアリングビジネスへ需要が高

まっております。

また、当社グループのビジネスアプリケーション事業が属するクラウド市場を取り巻く環境につきましては、企

業が進める働き方改革や、AI・オムニチャネル等デジタル変革へのIT投資によって、引き続き、当社サービスに対

する需要は高まっております。

このような環境の中、当社グループの業績につきましては、ソーシャル・ウェブメディア事業では、キャリコネ

のユーザー数の増加に伴う売上増加及びキャリコネ転職の収益貢献によりセグメント利益を計上しております。ビ

ジネスアプリケーション事業では、IoT（注１）に係る継続的な開発契約に加え、ライセンスや保守・運用などの

売上も増加しております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は991,681千円、営業損失は20,726千円、経常損失は

25,787千円、親会社株主に帰属する四半期純損失は34,207千円となりました。

 

　当社のセグメントの業績は次のとおりであります。

①　ソーシャル・ウェブメディア事業

　ソーシャル・ウェブメディア事業は、働く人のための情報プラットホーム、キャリコネへの訪問者数は前年同

四半期29％増の57,225千人（前年同四半期間は、44,244千人）となりました。キャリコネへのユーザーを誘導する

ためのフロントメディア、企業情報のまとめサイト、「キャリコネ企業まとめ」（旧TENSHOCK）や、キャリコネ

ニュースを展開し、当該施策によって、訪問者数は増加いたしました。また、求人企業の採用ブランディングやオ

ンラインでの採用代行サービスを新たに開始し、順調に推移しています。人材紹介を行うリクルーティング・サー

ビスは、サービス品質の向上を目的としたキャリア・コンサルタント教育に引き続き注力しております。CtoC向け

サービス（注２）及びシェアリング・エコノミー型サービス（注３）を展開するTimeTicket（タイムチケット）に

おいては、ユーザー数増加及びサービス利用の活性化に重点を置いており、広告宣伝費の投資及びシステム改修を

行っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間におけるソーシャル・ウェブメディア事業の売上高485,770千円、セグメ

ント利益は31,915千円となりました。

 

②　ビジネスアプリケーション事業

　ビジネスアプリケーション事業は、eコマース/CRM（注４）、商品情報管理（PIM）（注５）、販売管理、

IoT/BigDataを今年度の重点領域に定め技術力を蓄積するとともに、Contentserv社、Salesforce.com社、Talend

社、Domo社及びAmazon社との協業を進めております。これらパートナー製品の再販及び導入支援サービスに加え

て、クラウド型自社製品（Voxer OMS）の開発と販売にも注力しております。今年度においては、上記重点領域で

の新規契約が順調に推移しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間におけるビジネスアプリケーション事業の売上高は505,911千円、セグメ

ント利益67,672千円となりました。

（注１）IoTとは、Internet of Thingsの略称。全ての「モノ」がインターネットを介して繋がり、モノ同士が

人の操作・入力を介さず自律的に最適な制御が行われることを意味する。

（注２）CtoC向けサービスとは、商取引の形態のうち主に一般消費者どうしの売買・取引を扱う形態のサービ

ス。

（注３）シェアリング・エコノミー型サービスとは、個人間で、個人が保有する遊休資産（スキルのような無形

のものも含む）の貸出しを仲介するサービス。
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（注４）eコマース/CRMとは、企業のマーケティング活動及び商談管理を効率化するクラウド型サービス。

（注５）PIMとは、Product Information Managementの略称。ECや店舗などの販売チャネルに対して、顧客属性

やニーズに合わせた適切な商品コンテンツを提供するマーケティングソリューション。

 

財政状態に関する説明

　資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産の合計は、676,146千円となりました。うち流動資産は652,160千円、固定資

産は23,986千円であります。流動資産の主な内容は、現金及び預金373,486千円、売掛金182,041千円、前払費用

49,959千円であります。固定資産の主な内容は、投資その他の資産23,986千円であります。

負債は、440,074千円となりました。うち流動負債は340,114千円、固定負債は99,960千円であります。流動負債

の主な内容といたしましては、未払費用63,052千円、前受金62,362千円、1年内返済予定の長期借入金60,012千円

であります。

以上の結果、純資産は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により236,072千円となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,100,000

計 4,100,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,163,842 1,163,842
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数100株

計 1,163,842 1,163,842 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までに新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
110 1,163,842 51 214,811 51 166,651

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,162,700 11,627 －

単元未満株式 普通株式　　　1,142 － －

発行済株式総数 1,163,842 － －

総株主の議決権 － 11,627 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社グローバルウェ

イ

東京都港区浜松町一

丁目７番３号
－ － － －

計 － － － － －

（注）上記のほか、当社所有の単元未満自己株式74株があります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。なお、当社は第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成し

ているため、比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人元和による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 373,486

売掛金 182,041

仕掛品 45,005

前払費用 49,959

その他 1,666

流動資産合計 652,160

固定資産  

有形固定資産 0

無形固定資産  

のれん 0

その他 0

無形固定資産合計 0

投資その他の資産  

投資有価証券 9,697

その他 14,289

投資その他の資産合計 23,986

固定資産合計 23,986

資産合計 676,146

負債の部  

流動負債  

買掛金 33,559

1年内返済予定の長期借入金 60,012

未払費用 63,052

未払法人税等 9,278

未払消費税等 19,942

前受金 62,362

賞与引当金 24,731

返金引当金 293

受注損失引当金 13,955

その他 52,926

流動負債合計 340,114

固定負債  

長期借入金 99,960

固定負債合計 99,960

負債合計 440,074

純資産の部  

株主資本  

資本金 214,811

資本剰余金 166,651

利益剰余金 △149,288

自己株式 △345

株主資本合計 231,829

その他の包括利益累計額  

為替換算調整勘定 2,843

その他の包括利益累計額合計 2,843

新株予約権 1,400

純資産合計 236,072

負債純資産合計 676,146
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 991,681

売上原価 529,690

売上総利益 461,991

販売費及び一般管理費 482,717

営業損失（△） △20,726

営業外収益  

受取利息 203

為替差益 7,692

雑収入 1,252

営業外収益合計 9,147

営業外費用  

支払利息 624

仮想通貨評価損 1,717

持分法による投資損失 11,424

雑損失 443

営業外費用合計 14,208

経常損失（△） △25,787

特別利益  

新株予約権戻入益 415

特別利益合計 415

特別損失  

減損損失 2,645

特別損失合計 2,645

税金等調整前四半期純損失（△） △28,017

法人税、住民税及び事業税 6,190

法人税等合計 6,190

四半期純損失（△） △34,207

（内訳）  

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △34,207

その他の包括利益  

持分法適用会社に対する持分相当額 △559

その他の包括利益合計 △559

四半期包括利益 △34,767

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △34,767
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間において、スイス子会社（TimeTicket GmbH）を新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。

 

（会計方針の変更）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号平

成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に対して権

利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業

会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引

については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 

（追加情報）

（四半期連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項）

当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 TimeTicket GmbH

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 ２社

会社等の名称

株式会社ContentServ

CODE2LAB.PTE.LTD.

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額

法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりです。

建物附属設備 15年

工具、器具及び備品 ４～５年

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として法人税法

に規定する方法により、３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

また、のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で均等償却することとしており

ます。

（３）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

（４）重要な引当金の計上基準
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① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計

上しております。

③ 返金引当金

当社と事業者間の人材紹介取引契約に基づき、求職者の退社に伴う返金の支払に備えるため、実績率に

より返金見込額を計上しております。

④ 受注損失引当金

受注業務に係る将来の損失に備えるため、当四半期連結会計期間末における受注業務に係る損失見込額

を計上しています。

（５）四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（６）その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しております。

 

（「資金決済法における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱い」の適用）

「資金決済法における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱い」（実務対応報告第38号 平成30年３月14

日）を、第１四半期連結会計期間から適用しております。

保有する仮想通貨のうち、活発な市場が存在するものは主要な仮想通貨取引所の取引価格に基づいて四半期連結

貸借対照表に計上し、取得原価との差額は営業外損益として処理しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 －千円

のれんの償却額 －

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
及び包括利益
計算書計上額　
（注）２

 
ソーシャル・
ウェブメディア
事業

ビジネスアプリ
ケーション事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 485,770 505,911 991,681 - 991,681

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - -

計 485,770 505,911 991,681 - 991,681

セグメント利益 31,915 67,672 99,587 △120,314 △20,726

（注）１．セグメント利益の調整額△120,314千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

　１株当たり四半期純損失金額（△） △29.42円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△34,207

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△34,207

普通株式の期中平均株式数（株） 1,162,737

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月13日

株式会社グローバルウェイ

取締役会　御中

 

監 査 法 人 元 和

 

 
指 定　社 員
業務執行社員

 公認会計士 山野井　俊　明　　印

 

 
指 定　社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　由　久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社グロー

バルウェイの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日

から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社グローバルウェイ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社グローバルウェイ(E32225)

四半期報告書

14/14


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益及び包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

